	情報提供依頼書　RFI (Request For Information)

	基本情報

	事業名
	浦添市文書管理システム更新事業

	担当者
	所属
	総務部　総務課
	氏名
	大城　佳乃

	
	連絡先
	098-876-1201（直通）
	E-Mail
	somu@city.urasoe.lg.jp

	記入日
	令和８年５月25日

	依頼趣旨

	本市では、令和４年度より稼働している現行の文書管理システムについて、令和９年度末での契約満了を予定しているため、次期システムの導入を検討しております。

本依頼は、システム導入によって本市の課題解消を図るべく、民間企業が保有する最新の技術動向、導入実績、概算費用等の情報を収集し、仕様書策定の参考とすることを目的としています。
 ※本依頼は情報収集を目的とするものであり、将来の契約を約束するものではありません。

	事業の目的

	【誰が、何が（対象）】

	事業の目的を対象・意図・結果の３要素に区分し、その対象を記述します。

	各課が事務室で文書事務（収受、供覧、起案、決裁、廃棄等）を行うため


	【抱えている課題やニーズ】

	対象者の抱えるニーズや課題をその背景（環境変化）を記述します。

	■現在の文書事務、電子決裁における課題
1 電子決裁の利用定着の遅れ
電子決裁システムを導入済みであるものの、利用が定着せず、電子決裁化が十分に進んでいない。
②決裁者への通知機能の不足
電子申請があった際、決裁者への自動通知機能がないため、承認作業の遅延や見落としが発生しやすい状況である。
③添付資料確認の煩雑さ
電子決裁時の添付資料（複数ファイル）の確認は、個別に開く（またはダウンロードを要する）必要があり、閲覧・確認作業が煩雑である。
④紙文書の電子化に伴うシステム負荷と効率性の懸念

紙文書を電子起案化する際のシステム容量への負荷や、スキャン作業自体の効率性について懸念がある。

■運用管理面での課題
　ライセンス管理の負担、システム切替時等のデータ連携方法、環境変化への対応、各内部情報システム（例：財務会計、人事、庶務事務等）への独立した認証情報やデータ活用

	という状態を

	【どのような状態になることを狙っているのか（意図）】

	この事業を行い、対象に働きかけることで、対象をどういう状態にしたいかを記述します。

	■新しいシステムの利用目的

〇統一的なプロセスによる業務効率化
　次期システムに合わせて業務手順の見直し等を行い、また、「電子決裁」機能を活用し、意思決定の迅速化、職員の業務負担軽減、ペーパーレス化を推進する。
・全ての職員が電子決裁を日常的に活用し、原則として紙での起案が不要な状態を目指したい。

・電子申請の状況がリアルタイムで決裁者に通知され、承認・決裁が滞りなく迅速に進む仕組みを構築したい。

・添付資料確認の効率化と利便性の向上

複数ファイルの添付資料も容易に確認・閲覧できる環境を整備し、決裁者の負担を軽減するとともに、決裁の正確性を高めたい。

・電子決裁の適用範囲の拡大と紙文書の削減を図りたい。
・紙文書のスキャン・電子化作業を効率的に行えるよう改善し、システムの容量負荷を適切に管理することで、安定稼働を維持したい。
・電子決裁機能を最大限に活用できるよう、文書作成から保管・廃棄に至るまでの事務手順全体を見直し、業務全体の効率化を図りたい。
■運用管理面での課題
〇ライセンス管理の負担軽減、環境変化への柔軟な対応
〇セキュアな運用管理体制の構築
〇将来的な他各内部情報システムとの円滑な連携を視野に入れ、スムーズな認証とデータ連携（活用）の幅が広がり、利便性の向上とセキュリティ強化の両立


	

	という状態にします。


	要件定義

	【想定利用環境】

	想定される利用者、機器および機能等を簡潔に記述します。

	［選択事項］

文書管理システム
■利用環境　：　LGWAN系
■対応OS　：　windows11

■ユーザー数及び利用端末台数
　登録ユーザー数　　　　　　　　　1,000人程度
　既設クライアント端末数　　　　　1,000人程度
　最大同時接続端末数　　　　　　　　500台程度
■文書容量　：１Ｔ・２Ｔの場合（５年運用）
※紙文書のスキャンを実施した場合、容量の調整は可能か。当市と同規模の自治体における容量の提案をいただきたい。
■想定作業　：

文書事務（収受～廃棄）の一連の流れをシステム内で完結することを想定している。


	【機能要件】

	求められる機能を必須機能とオプション機能に分けて記述します。

	〇機能名称
下記システム機能が運用保守費用に含まれない項目がある場合には、オプション価格として表示してください。
No　　
機能名称
No
機能名称
１
収受（受領）
７
収受メール連携
２
起案
８
将来的なシステム連携機能
３
決裁（紙・電子）
９
通知機能
４
保管
10
データ出力・帳票作成
５
保存
11
データ移行
６
移管・廃棄
12
ユーザー研修


	【その他の前提条件】

	その他、検討する際に参考になる事項があれば記述します。

	〇次期システム導入の基本方針
　本市では、次期システム導入にあたり、パッケージシステム導入を基本とし業務手順をシステム（パッケージ標準機能）に合わせることを基本方針としています。パッケージシステムが提供する標準的な業務フローを採用することで、以下の実現を目指します。
・導入及び保守コストの最適化
・業務の効率化による職員の負担軽減
〇調達スケジュール（予定）
　令和９年度　 契約相手方決定
　　　　　　　 構築期間
　令和10年度　システム稼働




	提案書に盛り込んでほしい情報の項目

	・企業概要（同規模自治体への導入実績、保守体制）
・製品・機能の特徴（標準機能の範囲、独自強み、他システム連携）
・標準的な導入スケジュール（要件定義〜稼働開始までの期間）
・概算見積り
・初期構築費用（データ移行、カスタマイズ含む）
　※データ移行の基本的な考え方や対応方針についても記載してください。

・運用保守費用（月額・年額）※60カ月分
・運用保守について（ライセンス管理、障害発生時の対応、データ連携等）
・将来的な内部情報システム間連携および認証連携（SSO等）への対応　

・サービスレベル、セキュリティ関連について
・その他提案（BPRの提案や、最新技術の活用案など）


	〇回答期限：令和８年6月30日（金） 17時必着
提出方法：電子メールにてsomu@city.urasoe.lg.jp及びjoho@city.urasoe.lg.jp]宛に送付
提出書類：情報提供回答書（様式任意）、製品パンフレット、構成図等の補足資料、等

質問の受付：令和８年6月19日(金)までに上記メールにて受付
〇留意事項
・本RFIに要する費用は、すべて提供者の負担とします。
・提供いただいた資料は、当庁内での検討にのみ使用し、機密を保持します。ただし、公文書公開請求があった場合は、貴社と協議の上で対応します。
・貴社の独自ノウハウ等に係る事項については、その旨を明記のうえご提出ください。
・必要に応じて、後日ヒアリングやデモンストレーションの実施をお願いする場合があります。
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